
農業機械の大型化などに伴い、近年、農作業事故が多発しています。県内での死亡事故は、１０

月末までで９件となっており、昨年度を上回るペースとなっています。また、JAグループ大分労災保険事

務組合のまとめでは、今年度労災認定された農作業事故は、30件(10月末現在) で、前年同月12

件と比べると18件・250%の増加となっています。

そこで、法人会では今年５月に予定していた農作業安全講習会を、開催場所を増やし３会場で開

催することとしました。

佐藤勇夫会長ら新役員３名は１０月６日、役員交代の挨拶とＪＡ・各連合会との協力、連携強化を目的に県内農業および

集落営農法人の現状報告や要請活動を行いました。

●ＪＡおおいた

平間理事長、三浦専務(農業振興くらし応援担当)、森本常務(農業振興担当)、人見営農部長、稲摩生産資材部長、橋迫

生産資材課長

<要請事項>

・各地域での営農指導体制強化、空き施設の有効活用、事業部単位での法人会

との意見交換会の開催、労働力不足への支援。

●全農おおいた

藤田本部長、長野副本部長、佐土原副本部長

<要請事項>

・肥料満車直行について、１法人だけでは満車にならないので他法人と連携し発注しても

１ヶ所しか荷物を下ろせなく、保管する大きな倉庫も無いため運用面での検討を依頼。

●大分中央会

壁村会長、緒方専務

<要請事項>

・ドローンの普及については現状はメーカーごとに免許が必要なので、行政に対する規制の緩和を要請。

他に、共済連大分では池田本部長と面談し、農作業賠償責任保険について、また、大分信連では垣迫理事長、後藤常務、古本

常務らに、新型コロナウイルス等による収益減少時などには、迅速に融資対応できるよう事務手続きの簡素化を依頼。

１．JAグループトップとの面談

２．農作業安全講習会の開催 令和３年１月28日・29日

３．大型特殊免許(農耕限定)取得に向けた講習会の実施要領

４．第５回 全国集落営農サミットの開催

５. 食品衛生法改正に伴う対応のセルフチェック

特 ダ ネ

＜(農)新庄農地利用組合＞加工グループ「麦の穂」 カフェでの地元バンド活動

農作業安全講習会の開催 ～令和３年１月～
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催することとしました。

作業機付トラクター等の公道走行の規制緩和により大型特殊免許の需要が高まっているため、ＪＡグループ大分は大分県等と協

力し、大型特殊（農耕車限定）免許の取得拡大を図るため、講習会並びに検定試験を実施します。

今年度の第2回目開催は、令和3年1月21日（木）から4日間の日程で講習会を開催、1月27日（水）に検定試験を実施す

ることとしています。

開催要領は下記のとおりとなっています。 応募は各JA(裏ページ)に申込みしてください。(別添えの申込書を使用のこと。)

大型特殊免許(農耕限定)取得に向けた講習会の実施 ～応募はJAを通じて～

令和3年１月28日(木) 久大会場 14:00～16:00  くすまちメルサンホール・健康増進室

令和３年1月29日(金) 大野会場 9:30～11:30 豊後大野市神楽会館 (清川)

速見会場 14:00～16:00  JAおおいた東部事業部 杵築選果場２階

参 加 費; 法人会会員(構成員含む) 無料 ※非会員は、１法人につき５００円

参加申し込み; 後日、別途案内します。

※農作物の栽培技術や施肥管理などについては、普及員、営農指導員などが指導しますが、農業機械の本来の使い方、事故を

防ぐ農作業の仕方を教えてもらっている方は殆どいないと思います。この機会に、オペレーターを含めて多くの参加を予定してください。

大型特殊（農耕車限定）免許取得講習会開催要領

１．講習・検定試験日時

講 習 日 ： 令和3年1月21日（木）～26日（火） 4日間 ※土・日曜日は除く

講 習 時 間 ： 9：00～16：00 ※初日、最終日のみ12時終了

検定試験日 ： 1月27日（水） 8:30 開始

２．講習会並びに検定試験会場

大分県立農業大学校機械化センター（豊後大野市三重町赤嶺）

３．講習費用

参加料 9,600 円 (講習初日に徴収)

うち、2,600 円は試験料として県警に納入する。

４．募集定員、募集方法

募集定員：11名 応募期限 : １１月下旬 ※JAにより異なります。

（１）受講者の募集は、中央会が県下の農業協同組合を通じて行う。

（２）募集定員を上回る申込みがあった場合、中央会が抽選を行い受講者の決定を行う。

（３）受講決定者に対して12月18日（金）までに文書にて通知する。

５．受講要件

（１）受講を希望する者は、以下のすべてを満たすことを要件とする。

①検定試験日時点で６５歳以下であること。

②免許証記載住所地（免許証裏書き可）が大分県内であること。

③ＪＡの組合員であること。

④大型機械（トラクター）所有者であること。

⑤専業農家であること。

⑥1経営体（個人・法人を問わない）あたり1名までの申込であること。

⑦ＪＡグループ大分並びに大分県立農業大学校が主催する講習会の受講経験がないこと。

⑧適正試験の基準を満たしていること。

視 力 ： 両目で0.7以上、かつ、一眼でそれぞれ0.3以上

聴 力 ： 日常会話を問題なく聞き取れる等



第５回 全国集落営農サミット ～録画した動画によるWEB配信～

全国の集落営農法人が課題を共有し、先進的な実践事例を学ぶ場として、

毎年12月に開催されている全国集落営農サミットが、今年度は新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響をふまえ、事前に録画した動画をWEB上で配信する方式

で開催することとなりました。

今年は、後継者やオペレータ等の人材不足という構造的課題がある中、集落

営農組織の更なる広域化・連携・再編をまとめた手引きの内容や実践事例に

学ぶことを目的に開催されます。

【テーマ・登壇者・時間】

■主催者挨拶・情勢報告 (20分)

■講 義 ① (20分)

『集落営農の広域化等の意義（仮題）』 （一社）日本協同組合連携機構基礎研究部 部長 小林 元 氏

■講 義 ② (50分)

『集落営農の広域化等に係る税務・法務（仮題）』 農業経営コンサルタント 税理士 森 剛一 氏

■事例発表 ① ： 秋田県 (40分)

『演題調整中』 農事組合法人たねっこ 代表理事 工藤 修 氏

■事例発表 ② ： 佐賀県 (40分)

『演題調整中』 農事組合法人城田西ファーム 代表理事 樋口 光輝 氏

■事例発表③ (40分)

(中山間地代表として山口県の法人で調整中)

■講義③： (20分)

『発表実践事例の取り組みについて』 （一社）日本協同組合連携機構基礎研究部 部長 小林 元 氏

※事務局は視聴しますので、総会後の研修など会員が集まる機会に報告する予定です。

➢法人概要

2005年設立した法人で、野菜の冷凍、カット事業に参入し周年雇用を実現。夏に収穫した野菜を冷凍しておき、冬場に

カットして調理用食材として販売する。水稲・大豆300ha弱に加え、野菜は５ha栽培し、加工品約30商品を販売。

➢法人概要

2016年に10の集落営農がカントリーエレベーターを核としてまとまった法人。旧集落営農組織のまとまりを残し、機械作業

等の作業班として活動。農作業効率のアップを目指している。米・麦・大豆中心で経営面積は350ha。

【問い合わせ・応募先】

JAおおいた 本店・営農部営農企画課 FAX ０９７-５４４－０３４０ 11/25 必着

以下のJAは担当部署に締切日を確認ください。

JAべっぷ日出・営農企画経済課 、 JA玖珠九重・指導販売課 、

JA九重町飯田・観光経済課(車輌センター)、 大分大山町農協・営農事業部、 JA下郷・指導販売部



食品衛生法改正に伴う対応のセルフチェック ～「届け出」・「許可」が必要となります～

「食品衛生法等の一部を改正する法律」が平成30年６月13日に公布され、来年6月から実質適用されます。これにより、

原則、全ての食品など事業者(食品の製造・加工、調理販売等を行う事業者)にHACCPに沿った衛生管理の実施等が求めら

れ、「営業許可制度」の見直しに加え、新たに「営業届出制度」が創設されました。集落営農法人が行う「みそ製造業」「飲食

店営業」や、「直売所」「精米・精麦・小麦粉製造業」なども、その対応が求められます。

改正法に基づいた対応が必要かどうか等の お問い合わせは、下記まで ご連絡ください。

★経営継続補助金の第1次採択結果が10/16に公表されたところですが、農業機械等の発注について、一部業者におい

ては全国的な発注の急増等により、納入期限が令和3年度に繰り越す事態が伝えられています。そこで、中央会は、

農林水産大臣に対して「経営継続補助金により取得する農業機械等の納期の延長に関する要請書」を提出することと

しています。新型コロナウイルス対応では、今後も様々な課題が発生しそうですが、アンテナを高く掲げて対応して

いきたいと思います。

★今年度、法人会の土壌診断助成金を活用するとしていた会員、並びにスマート農業助成金の活用会員は、「助成金

申請書」は早めの提出をお願いします。また、申請用紙など不明な場合は、事務局までご連絡ください。

☎097-574-8971 担当/松田

事務局からのお知らせ

大分県生活環境部 食品・生活衛生課 (食品衛生班)

☎ ０９７－５０６－３０５８ 担当/林



javascript:void(0);







